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研究成果の概要（和文）：本研究は、(1)山間地域自治体の形成背景となった「昭和の町村合併」「平成の市町
村合併」の整理考察を行った上で、(2)平成の町村合併を行わず公共公益施設の集約化を進める自治体：鳥取県
日南町、(3)平成の合併により対等合併し複数拠点の維持を目指す自治体：島根県奥出雲町、(4)平成の合併によ
り多数の町村が広域合併し市を形成した自治体：島根県雲南市、以上の山間地域の3自治体を対象に調査を行っ
た。3自治体における地域形成･人口推移、自治体の施策展開、自治体主導による公共公益施設・生活利便施設等
の集約･再編過程について、その詳細な状況と主な課題を整理し考察を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, we first  conducted a review of the “Showa-era mergers” and
 “Heisei-era mergers” that formed the background to the formation of local governments in 
mountainous regions, and then conducted a survey targeting three of these local governments: (1) 
Nichinan Town in Tottori Prefecture, which was not included in the Heisei-era mergers and continued 
to consolidate public utility facilities; (2) Okuizumo Town in Shimane Prefecture, which aims  to 
merge on equal terms and maintain multiple bases through Heisei-era mergers; and (3) Unnan City in 
Shimane Prefecture, where many towns and villages merged to form a new city through Heisei-era 
mergers. We organized and considered the detailed situation and major issues regarding regional 
formation and population trends, the development of local government policies, and the process of 
aggregation and reorganization of public utility and living convenience facilities led by these 
three local governments.

研究分野： 建築計画
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
少子高齢化が進む我国において中山間地域での人口減少は著しく、特に昭和･平成の市町村合併により広域化し
た山間地域自治体(以下,山間自治体)では、集落及び地域コミュニティの持続に向けた方策が模索されている。
人口減少と自治体財政の弱体化から、保育･小中学校･行政･医療福祉施設等を含む公共公益施設の集約と再編は
避けられないが、再編が与える地域生活への影響も大きく、地域コミュニティ維持も視野に入れた「持続可能な
地域計画」が求められており、本研究は平成の市町村合併時の類型別に代表的な山間地域自治体を選出し、実態
調査から課題点の整理を行い、今後の山間地域自治体の地域計画・施設計画に有用な知見を整理した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 少子高齢化が進む我国において中山間地域での人口減少は著しく、特に昭和･平成の市町村合
併により広域化した山間地域自治体(以下,山間自治体)では、集落及び地域コミュニティの持続
に向けた方策が模索されている。都市地域では、2002 年「都市再生特別措置法」及び立地適正
化計画によって中心ゾーンへの施設･住宅等の立地誘導を行い、都市のコンパクト化が目指され
ている。一方の山間地域では、1970 年以降の「過疎地域対策措置法」による各種事業への助成、
2005 年「地域再生法」及び地域再生計画による定住･農林業振興･特産品の開発といった地域の
維持と活性化に向けた取組みが進められている。しかし、「都市再生特別措置法」に匹敵する山
間自治体全域を対象とした法制度や計画ガイドラインは未整備の段階にある。人口減少と自治
体財政の弱体化から、保育･小中学校･行政･医療福祉施設等を含む公共公益施設の集約と再編は
避けられないが、再編が与える地域生活への影響も大きく、地域コミュニティ維持も視野に入れ
た「持続可能な地域計画」が求められる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、全国的にも人口減少が顕著な山陰地方の山間地域における、 
(1)平成の町村合併を行わず公共公益施設の集約化を進める自治体：鳥取県日南町 
(2)平成の合併により対等合併し複数拠点の維持を目指す自治体：島根県奥出雲町 
(3) 平成の合併により多数の町村が広域合併し市を形成した自治体：島根県雲南市 
の合併による自治体再編過程の違いに着目した 3 自治体を対象とし、自治体主導による公共公
益施設の集約･再編効果と地域コミュニティの持続に向けた計画課題について整理考察を行うこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)地域形成･人口推移及び自治体の施策展開と自治体主導による公共公益施設・生活利便施設
等の集約･再編過程を整理する。 
(2)集約化に伴う中心地域の活性化状況、中心地域以外の集落の地域コミュニティの変化の様相、
中心と集落間の交通ネットワークを含めた全町的な日常生活機能の維持状況を明らかにする。 
(3)山間自治体での施設維持もしくは集約化の効果と課題を実証的に検証する。 
 
４．研究成果 
(1)研究の主な成果 
①山間地域自治体の形成背景となった「昭和の町村合併」「平成の市町村合併」の整理考察(5) 
 現在の自治体境界及び小中学校区等の公共公益施設の利用圏域は、昭和･平成の大合併と密接
な関係がある。このため本研究では、中国地方を対象に、まず昭和･平成合併の経緯を以下の 4
タイプに分類し、類型別にその特徴を整理した。 
  A 型：市と複数の自治体(主に町村)が合併して新市 
  B 型：複数の自治体(町村)が合併して新市 
  C 型：複数の自治体(町村)が合併して新町 
  D 型：合併せず、単独で存続する自治体(市町村) 
 類型別の課題として、A 型は人口が集積した旧市に対して編入された旧町村部の公共公益施設
の廃止や地域力の衰退、B 型は広域化への対応と共に複数の有力な町の間での新市中心位置の選
択とその整備、C 型は小規模な行財政のままで広域化した町域の運営と一体感の醸成、D 型は(企
業城下町を除き)脆弱な行財政と小規模な人口を抱えた状態での存続に向けた取組みの模索、と
いった各課題を有す。この中で特に雲南市を含む B 型は市制施行を行った模範的な合併例だが、
中国地方において山間地域を含む B 型は 6 町村以上の多数の自治体合併を行い、広域な市域へ
の行政サービスや人口減少への対応において喫緊の課題を抱える。 
 我国の自治体合併では、1888 年に市制町村制が制定され、7 万余りの全国の市町村数は 1889
年には 15,859 自治体(39 市 15,820 町村)となり、明治の大合併と称される。その後も合併は順
次行われ、1950 年には 10,414 自治体(248 市 10,166 町村)となり、約 3 割の削減が行われた。
1950 年代前半〜1960 年代前半の昭和の大合併では、新制中学校の管理等のため小規模町村の合
併が促進され、1950 年の 10,414自治体が 1955 年には 4,974自治体(512 市 4,462 町村)となり、
約 5割の削減が行われた。さらに 1961 年には 3,472 自治体(556市 2,916町村)となった。その
後、自治体合併の動きは緩やかになり、平成の合併前の 1999 年は 3,235 自治体(671 市 2,564町
村)であった。中国地方では、1950 年の 1,301 自治体(25 市 223 町 1,053 村)から 1999 年には
318(49 市 232 町 37 村)となり 8 割近くが削減された。最も多い合併タイプは町村合併による C
型が 205件で、全体の 64.5％を占め、関連自治体数も 722(55.5%)を占める。その他は A 型 26 件
(8.2％),B 型 22件(6.9％),D 型 65件(20.4％)である。 
 平成の合併は合併特例債に代表される手厚い財政措置の期限から、2005 年度に合併が集中し、
全国の 1999 年 3 月末 3,235 市町村が 2010 年 4 月 1,727 となり、5割近くが削減された。中国地



方の 2000 年の 318自治体(49 市 232 町 37 村)が 2011 年 10月には 107(54市 49 町 4村)へと 6 割
以上削減された。A 型 39件(36.4％)は人口や面積規模が大きい市を核として、小規模自治体(主
に町村,136 自治体)が吸収され全域に分布する。中国地方の昭和合併では「町村合併により町」
となる C 型が 6 割以上を占めるが、平成合併では「市を含む合併」の A 型が 3 割以上を占め、市
に編入された自治体数は 5 県で 136 市町村に及ぶ。平成合併前の自治体の約 4 割が、各地域の
中心市への編入を選んだと言える。また A 型の 4 割は合併後人口が 5 万人台以下で、面積拡大
や人口密度低下と併せ自治体経営上の人口規模拡大効果は限定的であったと推測される。B 型は
平均 5 町村が合併し緩和されていた市制人口基準 3 万人を達成したが、新市域は半数が 400 ㎢
以上に広域化した。 
 以上、中国地方の自治体合併では、昭和合併で約 8 割,平成合併で約 7割の自治体が減少し、
夫々全国の自治体の減少割合(約 7 割,5 割)を上回る合併が行われた。中国地方は小規模人口の
町村が多く、昭和合併では町村合併の C 型、続く平成合併では市へ周辺町村が編入される A 型が
主流となった。この結果、平成合併後の市域の 7割は中山間地域となり、主要な市は人口密度の
低い旧町村域を含む広域の地域経営を担うことになった。 
 
②平成の町村合併を行わず公共公益施設の集約化を進める自治体：鳥取県日南町(1)(2) 
 明治･大正期までたたら製鉄で栄えた日南町の地域では、クロム鉱山を有す多里以外の町村の
財政基盤の弱さから、昭和の町村合併期に県面積の 1割に及ぶ広域合併が行われた。鳥取県内で
も特に急激な人口減少･少子高齢化が進行し、戦後ピーク時の 3 割の人口に縮小している。こう
した歴史的経緯や山間地域の厳しい気候･地理的条件が重なり施設の集約化が行われた。 
 戦後各村に設置された中学校は 1970 年代に統合され、代替措置としてスクールバスの運行や
冬季寄宿舎が整備された。一方で小学校は大正期から 80 年に亘り旧村毎に存続した。児童数減
少に伴う統合には、2009 年に統合小学校が整備されるまで約 10 年にわたる議論が継続され、
2010 年「中心地域整備構想」策定には小学校統合に向けた検討の蓄積が大きな役割を果たした。 
 江戸期から日南町地域の行政･商業の中心で、伯備線生山駅がある生山地区は、谷間の狭隘な
地形のため大規模施設用地が確保出来ず、1960 年代以降隣接する霞地区の水田地帯に施設立地
が移った。霞地区は 3地区にゾーニングされ、まず統合中学校を起点とする文教施設が集約する
｢北の原ゾーン｣が開発され、次に 1996年の総合文化センターや 2002 年の役場等の「役場・文化
センターゾーン」、近年生活利便･福祉施設が｢大田原ゾーン｣に整備されている。一方、生山地区
には鉄道駅と 1959 年以降更新増築を重ねてきた病院が存在し、両地区には公共住宅や宅地も整
備されてきた。霞地区への集約化は 50 年に亘り順次行われ、小規模自治体でも公共公益施設の
移転を伴う大規模な集約化には半世紀の長い年月を要したが、町中心地の生山地区の隣接地区
への集約であったことが、町民の合意が得られた重要な条件であったと考えられる。 
 近年策定された町ビジョン、定住促進･産業振興策に基づき、霞地区への施設集約に加え、森
林資源を活用した LVL 等の製造と J-クレジットの企業販売による農林業振興や人材育成に取組
むと共に、CO2排出ゼロの道の駅整備による特産品開発やイベント開催を通じた中心地域と旧村
集落をつなぐ施策も展開され、持続可能なコミュニティ形成に向けた取組みとして注目される。 
 
③平成の合併により対等合併し複数拠点の維持を目指す自治体：島根県奥出雲町(3)(4) 
 奥出雲町の旧町村は風土記時代から仁多郡としてのまとまりと、たたら製鉄の興隆と共に歩
んだ歴史的な共通点を有し、1889-1955 年に亘り 9町村体制が継続した。仁多町と横田町は 1955-
1957 年の昭和の町村合併、1971-1973年の中学校統合、中学校統合から国体にかけての丘陵地の
造成等の共通した経緯を有し、人口や面積も同程度の 2町による対等合併を平成期に行った。平
成の合併前からの 2 町共同による路線バス,農業施設等の事業運用が合併推進の要因となったと
考えられる。対等合併の結果、旧町の中心地域の三成･横田は合併後も拠点として機能している。 
 大正期のたたら製鉄後の農林業を主体とする 2 町の産業構造は、エネルギー転換や農林業政
策の変遷により大きな影響を受け、人口も 1955 年のピーク時から経済成長期にかけて急減した
が、1980 年代後半からは米,和牛,茸による循環型農業を目指しその拠点整備を進めている。特
に 2町共同出資の「カントリーエレベータ」の整備(1998)を契機に、町主導でブランド米生産の
基盤確立と米の定額受入の独自政策を実施して兼業農家を支え、1980 年代以降の人口はそれ以
前に比べ緩やかな減少に抑えられている。 
 旧 2 町の中心地域の三成と横田には役場と中学校が位置し、三成と三沢、横田と八川は連担し
2 地域共に統合中学校建設を契機に丘陵地を開発している。横田は盆地で面的広がりがあるが、
三成は平地が少なく南北の丘陵地を造成し公的住宅,医療施設,専門学校,工場等が整備された。
また現在も昭和期の旧村地区毎に、小学校は大正期から 100 年、幼保施設も 1950-60 年代から維
持されており、施設面でも 1980 年代から平成の合併前にその 8 割を改築等により再整備し、サ
ブ拠点の維持が政策的に進められた(図 1)。この背景として循環型農業を目指し、森林と水田資
源のある旧村地域に産業拠点を分散配置したことも影響したと考えられる。 
 平成の 2町合併後は、公的住宅の現箇所数で 4 割弱,戸数で 2割弱が整備され、定住対策が進
められている。三成･横田の中心地域では、夫々役場の維持と仁多庁舎の改築(2017),中学校の大
規模改修,医療福祉施設の増床が行われ、旧町単位の利用圏の維持と共に各施設機能の更新強化
が図られている。旧村地区では農林業関連施設の新築や既存施設の増築･改修を進め、2 町の資
源や施設を合わせ循環型農業の振興に取組み、日本農業遺産に認定(2019)されている。旧村地区



では小学校 3 校(/8 校)の改築･改修,保育所 6 園(/7 園)の改築･増築等を進めると共に子育て支
援も強化し、直近 5 年間の 0-4歳児数の推移が横ばいとなる効果も現れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④平成の合併により多数の町村が広域合併し市を形成した自治体：島根県雲南市(5)(6) 
 平成合併前の状況では、明治･昭和合併を通じ積極的に町村合併を行った山口県に比べ、島根
県は昭和合併の目標人口 8 千人以下の小規模町村が半数を占める状態で以降の地域経営が行わ
れた。現市域でも大東･木次･三刀屋町は目標人口以上となったが、加茂･掛合町,吉田村は小規模
に留まり、1990 年以降の少子高齢化と人口減少,厳しい財政状況により平成期の合併が促された。 
 現市域の教育施設は、平成合併時の 2004年に中学校 7校,小学校 25 校(本校 24,分校 1),幼保
33 施設が設置され、小学校は明治合併時 23 村以上の施設数が周辺部を含めて維持されていた。
但し、児童･生徒数はいずれも第 2次ベビーブーム世代が就学した 1980 年代から 2000 年の間に
半減し、小学校 1校当り 100(人/校)未満,中学校同 200(人/校)未満であった。特に小学校は周辺
部で小規模化し、0-4歳児人口も減少傾向にあり、将来的な小学校･幼保施設の再編と通学･通園
距離の拡大が予想される状況にあった。現市域の公的住宅(2004)は、総世帯数 1.3 万の 7%に相
当する公営住宅や県公社定住促進賃貸住宅が各町村の中心地域に供給されていた。主な公共公
益施設(2000)は、総合病院(2 施設),図書館(2 施設),入居型の高齢者福祉施設(8 施設)が北部 4
町の市街地に立地し、施設が偏在する状況にあった。但し、合併当初 2005 年の雲南市の人口 1
人当り施設保有面積(福祉,庁舎,児童館,公会堂,集会所)は、松江･出雲市の 2倍以上を有し、2023
年時点でも各町村で整備された施設の計画的な再編は行われていない。 
 雲南地域 10 町村の病院,消防,介護保険事務,し尿処理は広域連携により施設費･人件費等が分
担されていた。町村人口(2000)が 3千人から 1.5万人の山間地域町村にとって、広域連携による
運営は事業規模･効率性から合理的な判断であった。また、ケーブルテレビ,上下水道等の事業は、
近接する 2〜4町村の連携で運営され行政上の関係がより強かった。財政力指数は木次町が最も
高く、大東･加茂･三刀屋町は県内町村平均より若干高いが、南部の 6町村は県内町村平均より低
く厳しい財政状況で平成合併期を迎えた。雲南地域 10 町村は県内で唯一人口 3 万人以上･市制
施行が可能であった。県は雲南地域に対し複数の合併パターンを示したが、具体的検討は町村に
委ねられ、新自治体として現実的な地域経営範囲や財政基盤の確立が検討される中で新市創成
は前向きな目標として議論された。広域連携の実績があり市街地が近接･連坦する加茂･木次･三
刀屋町が早期に合意したが、3町では 3 万人を確保できず掛合･大東町,吉田村の申入れを受けて
新市が創成された。残る 4町は、中心地との距離の遠さや中心部と周辺部との格差拡大を懸念し
て合併に加わらず、後に夫々2 町毎に合併し新町となった。 
 平成合併後の状況では、雲南市は 2005〜20 年で、県内平均(-9.6%)以上に人口減少(-18.9%)が
進み、特に中国山地側の掛合･吉田では 3 割減少した。また、近年の社会減では松江･出雲市を中
心とした県内転出が 6 割を占めており、新市創成後の人口減少の抑制や中心部と山間･周辺部と
の格差拡大に歯止めをかけることができていない。但し、生産年齢人口率の減少と高齢化率の増
加が顕著な一方、合併後の年少人口率の減少は緩やかになっており、合併後の公的な中堅所得者
向け賃貸住宅や保育環境の整備による効果も見られる。 
 合併前の 6 町村の駆込み的な財政出動に起因する合併直後の財政危機と、将来的な児童数の
減少予測(2005〜22 年で 3 割減)から、2006.12 に幼稚園を含む小･中学校の適正配置を検討する
委員会が発足し、「市立学校適正規模適正配置基本計画(2010)」に基づいて現在までに小学校が
4 割減少し、平成合併は小学校再編の契機になった。一方、中学校は合併時に概ね 1 町村･1 中学
校となっており、掛合･吉田中学校では生徒の小規模化が進んでいるが、現在でも旧 6町村のま
とまりを表す象徴的な教育施設として維持されている。県内 8市の平均を下回るが、合併後から
現在まで市財政力指数は維持され、人口当りの地方債残高も合併当初より抑えられており、専門
的な職員は県内の同規模市と同程度の人数が確保されている。また、旧町村役場は総合センター
(支所)とされ、老朽化した総合センターは学童保育施設等との複合化や低層な建物に建替えら
れ、今後の維持費削減も考慮されている。さらに市立病院の改築や幼保施設の整備により、住民
サービスの維持が図られている。合併特例債は発行期限が延長され、現在までの 20 年間、旧村
地区と中心地域を結ぶ市道の維持･整備,新市役所の建設,中学校の建替等の施設整備に使用され、

図 1  奥出雲町の小中学校と幼保施設(2000s-2020) 



市の財政や基盤整備が支えられた。新市役所が立地する木次の里方地区は、県合同庁舎,広域消
防本部,JA 地区本部等の全市･雲南地域の拠点整備が進められている。一方、中心地域が隣接す
る木次･三刀屋においても総合センターや健康福祉センターといった旧町単位の拠点施設が夫々
維持されており、旧 6町村域を超えた類似施設の再編が進んでいない状況にある。 
 合併を機に設立された地域自主組織は全市域で組織化され、予算的支援や拠点の交流センタ
ーが整備されている。一方、単身高齢者が増加する周辺部において今後も多様な支え合いが期待
される中で、取組みの継続のために必要な後継者の育成が課題となっている。総合計画や実施計
画では、旧村地区の地域コミュニティや日常生活の維持について、地域自主組織に期待する内容
が多く記載されており、組織が発足した合併時に比べ、現在は一層の役割が期待されている。 
 以上、県が提示した合併パターンでは雲南地域 10 町村の合併も存在した。6 町村合併が選択
され、新市創成により地域イメージを向上させ定住促進,交流人口増加,農産物のブランド化が
期待されたが、現状では人口減少と共に、たたら製鉄遺産等の観光資源の活用も課題とされてい
る。さらに雲南地域 10 町村に含まれていた仁多･横田町の合併により誕生した奥出雲町では、仁
多米のブランド化や資源循環型農林業の日本農業遺産認定(2019.2)を受けており、雲南市はこ
れに匹敵するブランド産品の開発･育成が実現されておらず、今後に向けた課題である。 
 
(2)得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 
 下記の引用文献に研究成果として発表できた査読付きの和文論文と国際会議論文を示してい
る。研究期間中の毎年度、国内外に向けて研究成果を発表することができた。特に和文論文は、
日本建築学会計画系論文集に本研究テーマの研究成果を自治体毎にまとめて発表したもので、
国内における評価が高い論文である。これら成果が認められ、2022 年 8 月から日本建築学会建
築計画委員会の元に組織された過疎地域施設戦略ワーキンググループの幹事を務め、国内研究
者と連携し、過疎地域を支える地域施設計画のあり方を検討し、パネルディスカッション企画
(建築会館・東京にて 2023.7実施及び 2024.7実施予定)の開催につなげている。 
 
(3)今後の展望 
 中心地域以外の集落(昭和の町村合併前の旧村地区集落)の日常生活機能と地域コミュニティ
の変化の実態については、未解明な点が多く残るため、今後も引き続き研究を進めていく。加え
て、研究対象とした 3自治体の比較対象として、中国地方の山間地域自治体の類型別の代表自治
体を研究対象として追加して分析を進めていく。これに関連し、2024 年 4 月以降は、科研費基
盤研究(B)「山間地域自治体における合併・公共施設再編タイプ別の再編効果と地域コミュニテ
ィ維持」(JP 24K01050)の採択を受けており、一層の研究の進展が期待できる。 
 
(4)中山間地域を持つ自治体への研究成果の還元 
 得られた研究成果は、研究代表者が委員長等を務める以下の審議会・委員会を通じて山陰地方
の自治体のまちづくりに対し還元している。①松江市都市計画審議会、②出雲市都市計画マスタ
ープラン策定検討委員会、③雲南市立地適正化計画策定検討委員会、④奥出雲町立地適正化計画
策定検討委員会、⑤川本町立地適正化計画策定検討委員会 委員長、⑥大田市空家対策協議会等。 
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